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用 語 集

＜カタカナ＞

［ア］

アウトプット仕様（p.6）

事業の効果や成果を目安とした性能発注の

仕様。PFI では，公共部門として政策意図の

実現に必要なサービスの内容と水準を提示し，

そのサービスを最も効率的かつ確実に提供す

る民間事業者に任せることになるため，提供

されるサービスの質を仕様とする。

アドバイザー（p.26）

PFI 事業において求められる，財務，法務

等の専門知識，経験等についてアドバイスす

る専門家。活用が想定されるアドバイザーと

しては，総合アドバイザー，財務アドバイザ

ー，技術アドバイザー，法務アドバイザーが

挙げられる｡

アベイラビリティ料（p.76）

PFI 事業における民間事業者への支払方法

の一つで，施設が利用可能な状態であること

に対して，民間に支払われるサービス料。例

えば，会議室の空調設備が壊れて利用不可能

な場合は，アベイラビリティ料が減額される

ことになる。その他の支払方法として，パフ

ォーマンス料，需要に応じた利用料がある。

インプット仕様（p.6）

従来の公共事業において，事業者に提示す

る一般的な仕様を指す。仕様書で性能（アウ

トプット）を規定する PFI に対して，投入す

るもの（インプット）を規定する従来の方式

をインプット仕様と呼ぶ。

［カ］

キャッシュフロー（p.71）

営業活動や資金調達，返済，設備投資など

を通じて生じる現金の流れ。現金収支

公募型プロポーザル方式による随意契約

（p.38）

随意契約に該当する事業において，事業

者から提案書の提出を受け，これを基に

審査し事業者を選定する方式。地方自治法施

行令第 167 条の 2 第 1 項各号（p.83～85）に

該当する場合は，公募型プロポーザル方式に

よる随意契約が可能であり，特に事業内容が

複雑で提案書の比較が困難と想定される場合

で，提案内容の調整等について交渉が可能な

ものは，公募型プロポーザル方式による随意

契約の方が適切な場合がある。ただし，契約

に当たっては自治事務次官通知第 5 に留意が

必要（「地方公共団体における PFI 事業につ

いて」（平成 12 年 3 月 29 日自治事務次官通

知））

［サ］

サービス購入型（p.13）

PFI における事業形態の一つ。民間事業者

が公共施設等の設計，建設，運営，維持管理

等を行い，公共部門がサービスの購入主体と

なる。投資資金は公共部門からの支払により

回収する。その他の方式として，独立採算型

とジョイントベンチャー型がある。

シナリオ分析（p.64）

各リスク項目について，リスクが発生した

場合の影響について幾つかのシナリオを想定

し，それぞれのシナリオごとの影響金額と発

生可能性を予想する方法。

ジョイントベンチャー型（p.12）

PFI における事業形態の一つ。公共部門と

民間双方の資金を用いて，公共施設等の設計，

建設，運営，維持管理を行い，民間事業者が

事業を主導する。投資資金は利用料金収入，

公共部門による料金補助や事業費の一部負担

などによって回収する。

［ハ］

パフォーマンス料（p.76）

PFI 事業における民間事業者への支払方法

の一つで，民間が提供する清掃等の維持管

理・運営業務に対して民間に支払われるサー

ビス料。例えば，トイレが契約で定める清潔
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さに保たれていない場合は,このパフォーマ

ンス料が減額される。

バンディング・ストラクチャー（p.77）

需要リスクを官民で分担する仕組み。需要

によって PFI サービス料金の支払を上下させ

る場合，一定以下の需要になった際にも定め

られた最低限の支払を公共部門が保証する。

逆に一定以上の需要になった場合においても，

規定の額以上の支払を民間事業者に行わない

といった仕組み

ベンチマーク（p.70）

例えば，インフレによって物価が上昇する

ことに対処するため，消費者物価指数によっ

て民間への支払額を毎年調整するなどの仕組

みを組み込む場合がある。この場合，消費者

物価指数に対して，どのように支払額が上下

するかの設定をベンチマークと呼ぶ。

保留リスク（p.57）

公共部門が民間より効率的・効果的に管理

できるリスクで，民間へ移転せずに従来どお

り公共部門が保持し続けるものをいう。従来

手法及び PFI 手法の双方において同額含ま

れ，PSC と PFI 事業の LCC を比較する際に影

響を与えないため，通常 VFM の算定に含め

ない。

［マ］

モニタリング（p.49）

民間事業者から提供されるサービスが，契

約内容どおり実行されているかどうかを監視

すること。アウトプット仕様を基準として，

モニタリングの結果を業績連動支払に反映さ

せる仕組みを構築することができる。

モンテカルロシミュレーション（p.65）

リスクごとに発生する確率分布や各リスク

の発生の相関を予想し，無作為なシナリオに

よる試行結果を分析する高度なリスクの定量

化の手法

［ラ］

ライフサイクル（p.6）

事業における設計，建設，維持管理，運

営といった全事業期間をさす。

ライフ・サイクル・コスト

（ＬＣＣ：Life Cycle Cost）    （p.1）

一般的には，事業の開始から終了までの経

費を指す。PFI 手法を用いて事業を行う場合

には，公共部門の負担見込額をいう。民間事

業者が当該 PFI 事業に含まれる設計，建設，

維持管理，運営の各段階のすべてを一元的に

実施するものと想定し，民間事業者が当該事

業を行う場合の費用を各段階ごとに推定し，

積み上げたうえで，公共部門が事業期間全体

を通じて負担する費用を算定して算出する。

リスク（p.3）

事故，需要や物価，金利の変動，測量・調

査のミスによる計画・仕様の変更，工事遅延

による工事費の増大，事業開始の遅れ，関係

法令や税制の変更等といった予測できない事

態により損失を及ぼすおそれのある不確定要

素をいう。

リスク調整額（p.56）

PFI 事業の LCC には，PFI 事業で民間事業

者が負担すると想定したリスクの対価が含ま

れているため，PSC の算定において，事業に

関連するリスクのうち，PFI による場合に公

共部門から民間事業者に移転されるリスクを

定量化し，現在価値に換算したものをいう。

リスク分析（p.61）

PSC を構成するリスク調整額を算定する一

連の分析を指す。リスク分析に当たっては，

①リスク認定 ②リスク重要度の査定 ③リ

スク軽減策の検討 ④リスク配分の検討 ⑤

リスク定量化 ⑥リスク調整額の算出 とい

う手順を踏む。

リスクワークショップ（p.25）

プロジェクトに関連する専門家を集めたリ

スクに関する検討会議。公共部門の担当者，

財務アドバイザー，技術アドバイザー，法務

アドバイザー，保険専門家，類似の公共施設

の管理者などで構成される。リスクの洗い出

しや分担，また定量化に係る前提条件等に関

して検討を行う。
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＜アルファベット＞

ＢＯＯ（Build Own Operate）（p.13）

民間事業者が施設を建設（Build）し，その

まま保有（Own）し続け，運営（Operate）・

管理を行う方式

ＢＯＴ（Build Operate Transfer）（p.13）

民間事業者が施設を建設（Build）し，契

約期間にわたる運営（Operate）・管理を行

って，事業期間終了後，公共部門に施設を移

管（Transfer）する方式で，民間事業者によ

る事業資産の一体的な所有が制度上可能な場

合に成立するもの

ＢＴＯ（Build Transfer Operate）（p.13）

民間事業者が施設を建設（Build）した後，

施設の所有権を公共部門に移管（Transfer）

したうえで，民間事業者がその施設の運営

（Operate）・管理を行う方式

ＤＢ（p.14）

民間事業者が公共施設等の設計，建設を行

う。一般的には契約金額を固定し，民間事業

者が建設コスト超過等のリスクを負う。公共

部門は，公共施設の建設に係る資金調達，運

営を行い，施設を所有する。

ＤＢＯ（p.14）

民間事業者が公共施設等の設計，建設，

運営，維持管理を行う。公共部門は，公共

施設の建設に係る資金調達を行い，施設を

所有する。

ＰＦＩ（private Finance Initiative）

（p.1）

従来，公共部門によって行われてきた公共

施設等の建設，設計，維持管理，運営等を民

間の資金，経営能力，技術的能力を活用して

行う新しい事業手法

ＰＳＣ（Public Sector Comparator）（p.1）

従来型の整備手法により公共部門が直営で

事業を行った場合の設計・建設費や維持管

理・運営費など事業期間全体の予想コスト

Ｐ－Ｉ法（p.62）

リスクの発生する可能性（Probability）

とリスクが発生した場合の影響度（Impact）

を幾つかの段階に分けて，それぞれの段階ご

とに設定した点数の積を各リスク項目の点数

とする方法。リスクの重要度の査定に用いる。

ＲＯ（Rehabilitate Operate）（p.13）

  民間事業者が既存の施設を改修

（Rehabilitate）し，維持管理及び運営

（Operate）を行う方式で施設の所有権は

移管しない。

ＳＰＣ（特別目的会社）（p.2）

民間事業者の出資によって設立される事業

目的を特定した会社。PFI 事業の場合は，通

常，PFI 事業に参加する複数の企業が出資し

て，PFI 事業を遂行するための SPC を設立し，

公共部門は，その SPC と PFI 事業に係る長期

の事業契約を締結する。

ＶＦＭ（Value For Money）（p.1）

PFI における最も重要な概念であり，支払

に対して最も価値の高いサービスを提供しよ

うとする考え方。例えば，同一目的の 2 つの

事業を比較する場合，支払に対して価値の高

いサービスを提供する事業をもう一方の事業

より「VFM がある」という。したがって，

「同一のコストの下で，より質の高いサービ

スを提供する」又は「同一水準のサービスな

らば，より低いコストで提供する」方に VFM

があることになる。

VFM の評価は，通常，従来型の整備手法に

より事業を行った場合の設計，建設費や維持

管理，運営費など事業期間全体における予想

コストと，PFI 手法を用いて事業を行った場

合の公共部門の負担見込額を比較して行う。


